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4 衛生費

1 保健衛生費 1 保健衛生総務費

[担当：保健センター] P.223

20 健康づくりに要する経費 1,126,057 円（1,296,601 円）

[国･県 206,000円 その他 54,132円 一財 865,925円]

＊ 特財内訳

[県補：健康増進事業費補助金 206,000円]

[諸収入：食生活改善推進員養成講座自己負担金 54,132 円]

○ 目的

市民一人ひとりの健康の保持と疾病の予防･改善を図るとともに、家庭における健康管理

に資する。

○ 内容

健診結果に基づき、生活習慣病のための教育･相談を実施した。

また、集団健康教育については、糖尿病予防教室や若い世代を対象とした子育て支援セ

ンターへ出向いて教室を開催した。

食生活改善の活動の充実を図るため、食生活改善推進員養成講座において推進員を養成

した。（3年ごと）

○ 効果

生涯にわたる健康づくり事業により、自らの健康は自ら守るという市民の自覚を促し、

健康に関する正しい知識を広めることができた。また、健診後の結果に基づく個別･集団教

育により結果の改善を図ることができた。

[担当：保健センター] P.223

2401 取手北相馬休日夜間緊急診療所運営に要する経費 27,857,096円（31,591,857円）

[その他 10,231,679円 一財 17,625,417円]

＊ 特財内訳

[負担金：取手北相馬休日夜間緊急診療所運営費負担金 9,231,679円]

[諸収入：取手北相馬休日夜間緊急診療所運営費交付金 1,000,000円]

○ 目的

休日･夜間における初期救急患者の医療の確保を図る。

○ 内容

2市1町（取手市･守谷市･利根町）により、取手北相馬休日夜間緊急診療所の運営を取

手市医師会に委託し、休日及び夜間の診療業務を行った。

事業名
平成27年度 平成26年度

回数 延人員 回数 延人員

集団健康教育 30回 741人 39回 994人

個別健康教育 68回 521人 30回 519人

健康相談 57回 966人 114回 2,040人

食生活改善推進

員養成講座
6回 109人
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○ 効果

休日や夜間の初期救急患者の診療が確保され、速やかな診療の機会を市民に提供するこ

とができた。

≪取扱患者数≫

[担当：保健センター] P.223

2501 常総地域病院群輪番制病院運営費補助金 33,435,497 円（33,399,418円）

[その他 20,094,402円 一財 13,341,095円]

＊ 特財内訳

[負担金：常総地域病院群輪番制病院運営費負担金 20,094,402円]

○ 目的

第2次救急医療対策として、重症患者の医療の確保を図るとともに、小児救急医療輪番

制を実施し、小児救急患者の医療の確保を図る。

○ 内容

常総広域内の8病院(宗仁会病院･JAとりで総合医療センター･取手医師会病院･東取手病

院･総合守谷第一病院･守谷慶友病院･きぬ医師会病院･水海道さくら病院)が共同連携し、輪

番方式で円滑な救急医療業務を行うために、4市 1町(取手市･常総市･守谷市･つくばみら

い市･利根町)が補助金を拠出して実施した。また、小児救急医療についても、2病院(JA

とりで総合医療センター･総合守谷第一病院)により小児救急医療輪番制を実施した。

≪取扱患者数≫

○ 効果

病院群輪番制での対応により、重症患者の早期治療に加え、小児救急医療輪番制による

小児救急患者の医療を確保することができた。

[担当：保健センター] P.223

2601 老人保健施設建設補助金 8,733,725円（8,738,088円）

[一財 8,733,725 円]

○ 目的

超高齢社会に対応する施設建設を推進し、保健、福祉の充実を図る。

市町名 平成27年度 平成26年度 比較

取 手 市 955人 1,184人 △229人

守 谷 市 364人 373人 △9人

利 根 町 38人 41人 △3人

計 1,357人 1,598人 △241人

市町村名

平成27年度 平成26年度

病院群輪番制
小児救急

医療輪番制
病院群輪番制

小児救急

医療輪番制

取 手 市 1,157 人 2,456 人 1,254人 2,537人

常 総 市 357人 342人 502人 366人

守 谷 市 585人 1,227 人 574人 1,364人

つくばみらい市 329人 660人 382人 696人

利 根 町 99人 243人 121人 236人

計 2,527 人 4,928 人 2,833人 5,199人
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○ 内容

緑寿荘の建設補助として平成4年度から交付している。

○ 効果

看護や介護を必要とする高齢者等及びその介護者である家族への支援を施設サービス、

在宅訪問サービスにより行い、高齢者の福祉の向上に資することができた｡

[担当：保健センター] P.223

4001 公的病院等運営費補助金 160,630,000円（118,013,000 円）

[一財 160,630,000円]

○ 目的

公的病院等に対し運営費を補助することにより、救急医療の確保及び地域医療の充実を

図る。

○ 内容

法人税法に規定する公益法人等のうち総務大臣が定めるものが開設する病院に対し、特

別交付税に関する省令により算定した額を基準として、補助金を交付する。

・茨城県厚生農業協同組合JAとりで総合医療センター 122,639,000円

・公益社団法人取手市医師会取手北相馬保健医療センター医師会病院 37,991,000円

○ 効果

救急医療の確保及び地域医療の充実を図ることができた。

1 保健衛生費 2 予防費

[担当：保健センター] P.225

2001 予防接種に要する経費 195,985,931円（208,713,827円）

<14,359,380円> ※〈 〉は、うち26年度繰越分

[国･県 14,359,000〈14,359,000 円〉 その他 159,324 円 一財 181,467,607円]

＊ 特財内訳

[国補：地域住民生活等緊急支援交付金(地方創生先行型）〈14,359,000円〉]

[諸収入：ワクチン追加接種補償金 151,160円]

[諸収入：雇用保険料本人負担金 8,164円]

○ 目的

感染症の発生及び流行蔓延を防ぐ集団予防、個人の疾病を防ぐ個人予防のために各種予

防接種を実施する。

○ 内容

各種予防接種の内容等は次のとおりである。

（単位:人）

区 分
平成27年度 平成26年度

接 種 数 助成内訳 接 種 数 助成内訳

定

期

接

種

ヒブ 2,523

全額助成

2,745

全額助成小児用肺炎球菌 2,508 2,728

BCG 631 654

不活化ポリオ 401 1,158
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＊要注意者紹介制度（再掲）

＊MRワクチン自主回収における追加接種者 13名

○ 効果

予防接種の実施により、感染のおそれのある疾病の発生及び流行蔓延の防止を図ること

ができた。

[担当：保健センター] P.227

2301 感染症予防に要する経費 251,094 円（279,072円）

[一財 251,094 円]

○ 目的

感染症の予防及び流行蔓延防止を図る。

○ 内容

各公共施設等に手指用の消毒薬を継続して設置した。また設置場所の見直しを行った。

補充用の消毒薬を購入した。

○ 効果

手指消毒用アルコールを設置し、感染拡大防止に努めたため、流行蔓延を予防すること

ができた。備蓄用品の有効期限を確認し、効率良く期限の新しいものを備えることができ

た。

定

期

接

種

日本脳炎 2,808

全額助成

3,122

全額助成

3種混合 21 275

4種混合 2,569 2,568

1期 麻しん風しん混合 623 674

2期 麻しん風しん混合 755 801

麻しん(個別) 0 0

風しん(個別） 0 0

子宮頸がん 2 5

2種混合 712 575

水ぼうそう 1,210 1,072

高齢者(季節性)インフルエンザ 14,630

一部助成

14,799

一部助成

高齢者肺炎球菌 2,259 1,435

任

意

接

種

ロタウイルス（Ｈ27.4月から） 730

おたふくかぜ 741 683

水ぼうそう（Ｈ26.9月まで） 249

小児インフルエンザ 9,069 10,188

高齢者肺炎球菌 764 1,816

大人の風しん 6 18

ヒブ 小児用肺炎球菌 4種混合 水痘 合計

3 2 3 1 9
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1 保健衛生費 3 母子衛生費

[担当：保健センター] P.227

20 乳幼児健診に要する経費 8,658,743 円（8,876,301 円）

[国･県 1,871,000 円 その他 8,796 円 一財 6,778,947円]

＊ 特財内訳

[国補：子ども子育て支援交付金（生後4か月までの全戸訪問事業） 919,000円]

[県補：子ども子育て支援交付金（生後4か月までの全戸訪問事業） 952,000円]

[諸収入：雇用保険料本人負担金 8,796円]

○ 目的

健康診査により、発育発達の遅れ等を早期に発見し、保健指導を行うことにより、乳幼

児の健康な成長を図る。生後4か月までの乳児の家庭等を訪問し、様々な不安や悩みを聞

き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況、養育環境等の把

握や助言を行うなど、支援が必要な家庭に対して、適切なサービスの提供につなげる。

○ 内容

(1)乳幼児健康診査･育児相談

乳幼児健診では身体計測、育児相談、内科健診の他、月齢により歯科健診、歯科衛生士

や心理発達相談員、視能訓練士などの専門職を配置し、身体及び精神の発育･発達の確認や、

個別の様子に合わせた育児指導を実施した。平成27年 8月より3歳児健診を3歳 5か月児

健診に変更し実施した。

育児相談では、5か月から1歳 6カ月児未満を対象に身体測定、栄養相談、保健指導等

を実施。2歳～2歳 2カ月児を対象にあそびの教室･ミニ講座を実施した。また、各地域子

育て支援センターにて妊婦・乳幼児を対象とした出張育児相談を実施した。

(2)家庭訪問

保健師が行う「低体重児訪問」「新生児訪問」と保育士(臨時職員)が行う「こんにちは

赤ちゃん訪問事業」を合わせた乳児全戸家庭訪問事業を実施した。

また要支援妊婦、育児支援の必要な家庭、乳幼児健診未受診者等の訪問も実施した。

区分

平成27年度 平成26年度

相談･

受診者数
要精密検査者 医師数

相談･

受診者数
要精密検査者 医師数

4か月児 615人

64人

（延べ69人）

（内科：19人）

（整形外科：

50人）

24人 645人

74人

（延べ76人）

（内科：9人）

（整形外科：

67人）

24人

1歳 6か月児 640人
21人

（延べ21人）
58人 744人

24人

（延べ24人）
60人

3歳 5か月児 484人

69人

（延べ69人）

（内科：34人）

（眼科：35人）

40人 723人

55人

（延べ55人）

（内科：14人）

（眼科：41人）

62人

育児相談 851人 － － 343人 － －

継続相談 221人 － － 268人 － －
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○ 効果

健診では疾病の早期発見、早期治療、情報提供等適切な対応により、乳幼児の健全な発

育が図れた。また、保護者の育児不安の軽減により、乳幼児の健全な発育支援につなげる

ことができた。

妊娠中や出生後まもない不安の強い時期に訪問し、必要に応じて他機関と連携すること

で、育児不安に適時に対応することができた。

[担当：保健センター] P.229

21 母子保健に要する経費 67,293,090 円（67,806,730 円）

<4,295,952円> ※< >は、うち26年度繰越分

[国･県 4,001,941 円〈3,040,000 円〉 その他 251,820 円 一財 63,039,329円]

＊ 特財内訳

[国補：地域住民生活等緊急支援交付金(地方創生先行型）〈3,040,000円〉]

[国負：未熟児養育医療負担金 575,602円]

[県負：未熟児養育医療負担金 203,653円]

[県補：地域少子化対策強化補助金 182,686円]

[負担金：未熟児養育医療保護者負担金 134,480 円]

[諸収入：講座参加個人負担金 117,340円]

○ 目的

出産前後の母子の健康管理と乳幼児の健全な精神発達を促す。

○ 内容

(1)プレママ教室･プレパパ教室

妊婦又はその配偶者に妊娠中の日常生活の中での出産の準備･育児（沐浴実習、オムツ

交換、抱っこの仕方等を含む）等の理解を深めてもらうための教室を実施した。

区分
平成27年度 平成26年度

対象（人） 訪問数（人） 訪問率（％） 対象（人） 訪問数（人） 訪問率（％）

第1子 248 240 96.8 262 249 95.0

第 2子他 325 309 95.1 328 307 93.6

低体重児 53 53 100 59 58 98.3

計 626 602 96.2 649 614 94.6

要支援者 妊婦（人） 乳幼児（人） 健診未受診（人）

訪問人数 実15 延 30 実 77 延 125 実 14 延 15

電話 延419 延 880

面接 延47 延65

教 室 名 対 象 回 数 参加人数

プレママ教室 主に初産妊婦 15 実 79人 延174人
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(2)妊婦･乳児健康診査

妊婦健康診査は、14回の健診受診票を発行して、定期的な健診受診の勧奨及び妊婦

の経済的負担の軽減に努めた。

乳児健康診査は2回の健康診査受診票を発行して、定期的な健診受診を勧奨した。

(3)母子健康教育

平成26年度から第1子の乳児（2～5か月児）と母親を対象に、母の仲間づくり、育児

知識の学習の場としてBPプログラム（親子の絆づくりプログラム）を実施した。

離乳食教室は対象者を7か月児前後（2回食を始める頃）と10か月児前後（3回食始め

る頃）に分け、離乳食の試食、必要時個別に栄養相談を実施した。

ウーマンズライフプラン講座では女子高校生を対象に、女性のからだや心のこと、将来

の妊娠･出産のこと、予防できる病気や感染症について講座を実施し、これからのライフプ

ランを考える機会としてもらった。

プレママ同窓会 プレママ参加産婦 5 産婦 63人

プレパパ教室 妊婦とその夫 5 妊婦87人 夫87人

区分
平成27年度 平成26年度

発行数 受診数 発行数 受診数

妊婦 1回目 677枚 645人 653枚 649人

2回目 681枚 609人 659枚 626人

3回目 694枚 594人 664枚 631人

4回目 703枚 602人 672枚 624人

5回目 711枚 593人 684枚 620人

6回目 718枚 590人 688枚 626人

7回目 718枚 542人 692枚 605人

8回目 723枚 605人 697枚 616人

9回目 727枚 550人 701枚 588人

10回目 728枚 603人 705枚 629人

11回目 731枚 497人 710枚 511人

12回目 731枚 562人 710枚 571人

13回目 731枚 388人 709枚 375人

14回目 731枚 229人 711枚 204人

乳児 前期 645枚 524人 660枚 480人

後期 679枚 506人 690枚 537人

事 業 名 対 象 回 数 参加人数

BPプログラム
第1子の乳児（2～5か

月児）と母親

32回（4回×8

クール）

実132人

延474人

歯みがき教室 1歳児 12回 175人

離乳食教室
モグモグ（7か月前後）

カミカミ(10か月前後）
24回 245人

ウーマンズライフ

プラン講座

(スマート高校生講座)

市内女子高３年生

保護者（全学年）

高校生2回

保護者1回

延237人

125名
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(4)未熟児養育医療費助成事業

医師が養育医療の必要を認めた乳児に対し、速やかに適切な処置を講ずる目的で指定医

療機関において必要な医療の給付を行った。

(5)特定不妊治療費助成事業

平成26年度から特定不妊治療（体外受精･顕微授精）を受けた夫婦に対し、1回の治療

につき上限50,000円の助成を行い、経済的負担の軽減を図った。

○ 効果

母親の出産前から乳幼児の発育発達の各段階において、健やかな乳幼児の成長及び親の

育児不安の解消に資するため、乳幼児やその親に対し、それぞれに見合った具体的指導及

び育児支援ができた。

1 保健衛生費 4 生活習慣病対策費

[担当：保健センター] P.233

20 生活習慣病対策検診に要する経費 63,127,924 円（65,741,603 円）

〈8,750,882円〉 ※〈 〉は、うち26年度繰越分

[国･県 10,471,000円〈5,546,000円〉 その他 301,000円 一財 52,355,924 円]

＊ 特財内訳

[国補：地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）〈5,546,000円〉]

[国補：がん検診推進事業費補助金 1,411,000円]

[県補：健康増進事業費補助金 3,514,000 円]

[諸収入：検診費用自己負担金 301,000円]

○ 目的

検診により、市民一人ひとりの健康の保持と適切な医療の確保を図る。

○ 内容

ヘルスアップ健診や各種がん検診等により、疾病の予防と早期発見を図った。

国の施策である「がん検診推進事業」の対象者（大腸がん検診：41･46･51･56･61 歳) と

「働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業」の対象者（子宮がん21歳、乳がん41

歳、H25のクーポン券未使用者）に対して「がん検診無料クーポン券」や「がん検診手帳」

を配付し、がん予防に関する知識の普及と共に、検診の重要性についての意識向上に努め

た。

フォローアップ

(親子)教室

育児に不安のある親

発達に心配のある幼児
32回

実 75人

延310人

MCG親支援グループミ

ーティング

育児不安を抱え相談で

きる機会のない母親
11回

母 実28人 延59人

児 実25人 延63人

対 象 者 助成数 延入院日数

心身の発育が未熟なままで出生した乳児

（体重2,000ｇ未満）

実 3人

(双胎0組)

延 169日

（1人平均56.3日）

対 象 者 治療法 申請者

市内在住の夫婦･税の滞納がないこと

（茨城県不妊治療助成実施要項に準ずる）

体外受精

顕微授精

実56人、延88人

(2回目26人 3回目6人)
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子宮がん乳がん検診については、集団検診は子宮がん･乳がんの同日実施や親子待合室

の設置を行い、受診しやすい環境を整えた。また、レディースデイ健診を実施したことで

ヘルスアップ健診、子宮がん検診、乳がん検診を同時に受けられるようにし、子育て世帯

である20～30歳代の女性に対して受診しやすい環境を整えた。

また肝炎ウイルス検診については、国の「肝炎ウイルス検診等実施要項」による対象者

（41･46･51･56･61 歳）に対し、「肝炎ウイルス検診無料クーポン券」を配付し、疾病の早

期発見につとめた。

《骨粗鬆症検診》

《胃がん検診･大腸がん検診》

《肺がん検診･喀痰検査･前立腺がん検診･肝炎検査･ヘルスアップ健診》

実施時期 場 所 検診者総数 要精検者

9/24 藤代保健センター
H27:220人

H26:222人

H27:68人

H26:74人
9/25 福祉交流センター

9/28 保健センター

実施時期 場 所 検診者総数 要精検者

6/15 相馬南公民館

胃がん

H27:2,060人

H26:1,988人

大腸がん

一般

H27:2,974人

H26:2,646人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27:1,237人

H26:1,105人

胃がん

H27:259人

H26:160人

大腸がん

一般

H27:247人

H26:199人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 83人

H26: 76人

6/16 山王公民館

6/17 桜が丘第2集会所

6/18 六郷公民館

6/19 久賀公民館

6/30,7/1,2 保健センター

6/3,11/16 あけぼの

6/6,7,8，11/11,12,13 井野公民館

7/9,10,11/6,9,10 戸頭公民館

7/13,14,15,16,17,10/

28,29,30,11/2,4,5
藤代保健センター

7/22,23,11/17 寺原公民館

7/24 かたらいの郷

7/27,28,29,30 福祉交流センター

11/18,19,20
ウエルネスプラザ

実施時期 場 所 検診者総数 要精検者

6/28,29,30,7/1,2

11/8,9
福祉交流センター

肺がん検診

H27:10,657人

H26:10,665人

喀痰検査

H27: 194 人

H26: 167 人

肺がん検診

H27:265人

H26:268人

喀痰検査

H27: 1人

H26: 0人

7/6,7,8 保健センター

7/9,10,11

11/10,11,12,13,14
藤代保健センター

7/14,15,16 あけぼの

7/17 小文間公民館

7/22,23,24,28,29 井野公民館



- 155 -

《子宮がん検診》

10/2 高須公民館 前立腺がん検診

H27:2,544人

H26:2,445人

肝炎検査

一般

H27: 622人

H26:1,047 人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 709人

H26: 642人

ヘルスアップ健診

H27: 827人

(再掲：レディース

デイ健診141人)

H26: 594人

前立腺がん検診

H27:229人

H26:212人

肝炎検査

HCV抗体陽性

H27: 3人

H26: 2人

HBs抗原陽性

H27: 5人

H26: 6人

10/5 小堀集会所

10/6,7,8 白山公民館

10/9 山王公民館

10/14,15 久賀公民館

10/16 六郷公民館

10/19,20,21,22,23 戸頭公民館

10/26 桜ヶ丘第2集会所

10/27,28,29,30,31 ウェルネスプラザ

11/4,5 相馬南公民館

11/6 永山公民館

12/11,14,1/25,2/1
(レディースデイ健診:ヘルスアッ

プ健診のみ)

ウェルネスプラザ

実施時期 場 所 検診者総数 要精検者

集 団

8/20,21,22,31

9/1,2
保健センター

一般

H27:1,058 人

(再掲:ﾚﾃﾞｨｰｽﾃﾞｲ

健診122人)

H26: 829 人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 77 人

(再掲:ﾚﾃﾞｨｰｽﾃﾞｲ

健診17人)

H26: 188 人

一般

H27:18人

H26: 8人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 4人

H26: 4人

8/24,25,26 福祉交流ｾﾝﾀｰ

8/27,28 井野公民館

8/17,18,19,9/3,4 藤代保健ｾﾝﾀｰ

医療

機関 4/1から3/31
県医師会登録

医療機関

一般

H27: 947人

H26: 653人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 49人

H26: 836人

一般

H27:35人

H26:22人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 6人

H26:48人

総 数
H27:2,131人

H26:2,506人

H27:63人

H26:82人
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《乳がん検診》

○ 効果

各種検診を効果的に実施することで、疾病の早期発見及び健康増進を図ることができた。

無料クーポン券事業やレディースデイ健診など女性に配慮した受診しやすい環境の整備に

より、がんの発症リスクが高い年齢層の方への健診受診を促すことができた。

[担当：保健センター] P.235

2401 精神保健事業に要する経費 661,082円（784,261 円）

[国･県 323,000円 一財 338,082円]

＊ 特財内訳

[県補：地域自殺対策緊急強化交付金事業費補助金 323,000 円]

○ 目的

・精神障害を有する市民に対し、必要な支援に繋げる等福祉の向上を図り、自立を促す。

・地域における見守りと気づきを進め、自殺予防対策の充実を図る。

検診名 実施時期 場 所 検診者総数 要精検者

・超音波

・マンモグラフィ

1方向

・マンモグラフィ

2方向

集団

7/29,30

8/20,21,22,31

9/1,2,9,10,17

藤代保健ｾﾝﾀｰ
一般

H27:1,225人

(再掲：ﾚﾃﾞｨｰｽ

ﾃﾞｲ健診114人)

H26:1,032人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 239人

H26: 757人

一般

H27:115人

H26: 86人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 49人

H26:121人

8/6,7,17,18,19

9/3,4,7,11,14

12/11,14

1/25

2/1

保健センター

7/31

8/3,24,25,26

9/16

福祉交流ｾﾝﾀｰ

8/4,5,27,28

9/8,15
井野公民館

医療

機関

6月から3月

JAとりで総合

医療センター
一般

H27: 778人

H26: 415人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 208人

H26: 482人

医師会病院

牛尾病院

龍ヶ崎済生会総

合健診センター

守谷慶友病院

我孫子聖仁会病

院健診センター

総 数

一般

H27:2,003人

H26:1,447人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 447人

H26:1,239人

一般

H27:115人

H26: 86人

無料ｸｰﾎﾟﾝ

H27: 49人

H26:121人
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○ 内容

＜こころの健康相談、訪問･相談指導延べ相談件数＞

＜自殺予防対策事業＞

○ 効果

・こころの健康相談や訪問･相談指導により、こころの悩みや障害を抱える市民やその

家族等に対し、必要な支援を行い、精神障害を有する市民の社会生活への適応や自立

を促すことができた。

・自殺予防街頭キャンペーンやメンタルヘルスチェックシステムこころの体温計の他、

ゲートキーパー養成講座･ミニ講座を実施することにより、市民に自殺予防及びここ

ろの健康に関する正しい知識を普及啓発することができた。

1 保健衛生費 ４ 生活習慣病対策費

[担当：保健センター] P.235

26 生活習慣病重症化予防事業に要する経費 975,303円

[その他 975,303 円]

＊ 特財内訳

[諸収入：生活習慣病重症化予防研究事業受託収入 975,303 円]

○ 目的

国の戦略研究。脳卒中･虚血性心疾患･腎不全等を発症するリスクの高い未受診者に対し

て、医療機関への受療行動を促進する強力な保健指導を行うことが、一般的な保健指導を

実施することよりも脳卒中･虚血性心疾患･腎不全を伴う入院･死亡や人工透析の導入に対

する予防効果が高いことを検証する。

○ 内容

集団特定健診の結果、重症化のリスクが高い方でかつ該当する生活習慣病の未受療者に

対して「受療行動促進モデル」に基づく保健指導を保健師等が家庭訪問や個別面談で実施

する。

事業名 平成27年度 平成26年度

こころの健康相談(精神神経科医師) 9回 22件 8回 17件

訪問相談 83件 105件

来所相談 69件 58件

電話相談（連絡調整含む） 768件 895件

事業名 平成27年度 平成26年度

自殺予防対策会議 6回 7回

自殺予防街頭キャンペーン 2日 2000部 4日 420部

こころの体温計アクセス数 54,155件 58,565件

ゲートキーパー

養成講座

初回講座 1回 38名 1回 38名

フォローアップ講座 1回 40名 1回 34名

ミニ講座 2回 85名 3回 101名
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平成27年度重症化予防事業保健指導状況

○ 効果

個別の訪問を実施し、対象者の生活習慣に合わせた保健指導が実施できた。この保健指

導により、対象者183人のうち平成27年度末の受療者は60人（受療率は32.8％）だった。

○ 効果

指導対象者のうち、初回指導後の受療状況は高血糖48.1%、蛋白尿43.8%と約半数近い

受療が確認できた。検診結果を速やかに必要な医療へつなぐことができた。

1 保健衛生費 5 保健センター費

[担当：保健センター] P.237

2001 保健センター管理運営に要する経費 10,115,271 円（10,373,461 円）

[その他 361,756 円 一財 9,753,515 円]

＊ 特財内訳

[諸収入：障害者福祉センターふじしろ光熱水費等使用料 361,756円]

○ 目的

乳幼児健診や成人検診、健康教育等を行うにあたり、安全で快適な環境を提供するため、

施設の維持･管理を図る。

○ 内容

安全安心で衛生的な施設を維持するため清掃管理業務及び修繕等を実施し、施設の維持

管理を図る。また、平成27年 10月以降は取手ウェルネスプラザの指定管理者であるとり

で健幸づくりパートナーズへ、保健センターの維持管理業務を委託した。

・藤代保健センター玄関屋上防水修繕工事 388,800 円

・保健センター維持管理業務委託 1,199,664 円

○ 効果

施設の維持･管理が図られ、乳幼児健診、予防接種及び各がん検診等の利用環境の充実

を図ることができた。

1 保健衛生費 6 環境衛生費

[担当：環境対策課] P.241

1101 取手市環境審議会に要する経費 76,500円（146,700 円）

[一財 76,500 円]

○ 目的

本市における環境行政全般について、調査審議する。

○ 内容

保健指導状況

H27年度

初回指導 継続指導

実数 割合 延べ人数 割合

訪問 116人 63.4％ 137人 58.6％

面談 8人 4.4％ 11人 4.7％

電話 14人 7.7％ 23人 9.8％

手紙 30人 16.4％ 48人 20.5％

会えず 15人 8.2％ 15人 6.4％

総計 183人 100％ 234人 100％

（再掲）指導総数 168人 91.8％ 219人 93.5％
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○ 効果

本市における環境行政全般について、さまざまな意見･提言をいただくことができ、よ

り効果的な環境政策の立案に役立てることができた。

[担当：環境対策課] P.241

2101 犬猫対策に要する経費 2,577,925 円（2,199,505 円）

[その他 2,341,400円 一財 236,525 円]

＊ 特財内訳

[手数料：犬の登録手数料 @2,000×323件＝646,000 円]

[手数料：犬の再登録手数料 @1,000×27件＝27,000 円]

[手数料：注射済票交付手数料 @400×4,169件＝1,667,600円

[手数料：注射済票再交付手数料 @200×4件＝800円]

○ 目的

狂犬病の予防及び公衆衛生･公共の福祉の増進を果たす｡

○ 内容

狂犬病予防注射及び犬の登録の啓発に努め、鑑札の交付及び手数料徴収事務を行った。

狂犬病予防注射は通常は動物病院等に出向いて受けるものであるが、注射もれ及び登録も

れの防止を図るため、獣医師の協力を得て市内各所で集合注射を実施した。

･犬の登録等 鑑札交付数 371頭

･予防接種（通常） 注射頭数 4,169頭

･予防注射（集合） 実施延日数 6日 延会場数 33ヶ所

注射頭数 1,111頭

･犬猫等死体処理件数 （件）

○ 効果

狂犬病の予防及び公衆衛生･公共の福祉の増進を果たすことができた。

[担当：環境対策課] P.241

2201 公衆トイレ管理に要する経費 7,274,790 円（6,949,445 円）

[一財 7,274,790 円]

○ 目的

取手駅西口及び藤代駅南口の公衆トイレを、常に清潔かつ良好な機能を果たすように管

理し、利用者が快適に利用できるようにする。

開催日 回数 内容

4/20 第一回 H27取手市一般廃棄物処理計画(案)について

7/30 第二回 新任委員委嘱状交付

3/28 第三回 H28取手市一般廃棄物処理計画(案)について

月

区分

4

月

5

月

6

月

7

月

8

月

9

月

10

月

11

月

12

月

1

月

2

月

3

月
合 計

犬 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 1 0 4

猫 17 12 22 22 18 23 15 29 13 7 13 15 206

その他 10 11 9 5 3 15 12 4 10 7 14 15 115

計 27 23 31 27 23 38 28 33 23 14 28 30 325
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○ 内容

・トイレ内外の清掃

・設備、備品、機器の保守点検及び多機能トイレの機械警備並びに補修、修理

・消耗品の補充

○ 効果

取手駅西口及び藤代駅南口の公衆トイレを、利用者が快適に利用できるように維持する

ことができた。

[担当：環境対策課] P.241

2301 雑草除去に要する経費 3,068,463 円（2,913,836 円）

[その他 3,068,463円]

＊ 特財内訳

[諸収入：草刈受託収入 3,068,463円]

○ 目的

空き地の適正な管理及び雑草等の適正な処理について指導及び啓発を行い、安全で清潔

な生活環境を保持する。

○ 内容

雑草等が繁茂しているあき地の所有者又は管理者に対して、適正な管理を行うよう指導、

勧告するとともに、種々の事情で所有者又は管理者自身による雑草等の除去が困難な場合

は、所有者等の委託を受けて除去した｡

○ 効果

防犯、防火及び環境衛生上の観点から良好な生活環境を保全することができた。

[担当：環境対策課] P.243

2401 取手市外2市火葬場組合負担金 54,687,000 円（61,573,000 円）

[その他 37,329,482円 一財 17,357,518円]

＊ 特財内訳

[諸収入：取手市外2市火葬場組合事務費 28,483,046円]

[諸収入：火葬場周辺整備事業費 8,846,436円]

○ 目的

取手市外2市火葬場組合により火葬場｢やすらぎ苑｣の管理運営及び周辺整備を行う。

○ 内容

平成27年度やすらぎ苑火葬室･式場利用状況 ※( )内は式場

(単位:件)

平成27年度 平成26年度

委託発注件数 120件 123件

委託発注面積 25,829.19㎡ 24,482.19 ㎡

市町村

月
取手市 守谷市

つくば

みらい市

組織

外
計

<参考>

通夜件数

4月 83(14) 31(20) 38( 3) 13 165(37) 14

5 月 84(15) 32(11) 37( 7) 5 158(33) 13

6 月 80(23) 30( 6) 31( 7) 8 149(36) 15
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組織外92件の内訳

利根町45件 千葉県16件 東京都13件 つくば市 5件 その他 13件

○ 効果

火葬場｢やすらぎ苑｣の適正な維持管理が図られた。

[担当：環境対策課] P.243

3001 環境基本計画推進に要する経費 544,135 円（2,576,815 円）

[その他 100,000 円 一財 444,135円]

＊ 特財内訳

[繰入金：環境基金繰入金 @20,000×5回=100,000円]

○ 目的

取手市環境基本計画の推進を図る。

○ 内容

環境基本計画に基づき、地域の環境を保全するための施策を推進する。

具体的には、環境の保全及び創造の観点から、「コウノトリ･トキの舞う関東自治体フォ

ーラム」への参加、取手市里山･谷津田保全「いもりの里」協議会に対する補助金等の交付

を行った。また、地球温暖化対策啓発用品を市民に配布し、市民の意識向上を図った。さ

らに、市民の環境に対する知識や認識の向上を図るため、市民環境講座を5回開催した。

・一般公募補助金：取手市里山･谷津田保全「いもりの里」協議会 350,000 円

・市民環境講座講師謝礼 100,000 円（5回分）

○ 効果

環境基本計画に基づき、地域の環境を保全するための施策の推進を図ることができた。

[担当：環境対策課] P.243

3501 レジ袋削減の推進に要する経費 65,016円（61,992円）

[一財 65,016 円]

○ 目的

ごみ減量と地球温暖化防止のため、レジ袋削減の推進を図る。

○ 内容

レジ袋の削減については、ごみの発生を減らし、ひいては地球温暖化の防止につなげる

取組のひとつとして推進してきた。

7月 78(19) 27( 8) 36( 5) 9 150(32) 13

8 月 93(23) 26( 8) 49( 4) 6 174(35) 15

9 月 82(19) 29(13) 38( 4) 8 157(36) 16

10 月 80( 9) 31(16) 34( 6) 7 152(31) 14

11 月 97(11) 20( 8) 34( 8) 4 155(27) 10

12 月 103(16) 34(10) 49(11) 10 196(37) 14

1 月 103(15) 31(10) 53( 8) 4 191(33) 15

2 月 110(16) 35(19) 42( 4) 9 196(39) 16

3 月 81(12) 35(12) 43(11) 9 168(35) 12

合

計

平成27年度 1,074(192) 361(141) 484(78) 92 2,011(411) 167

平成 26年度 1,083(200) 395(143) 417(51) 88 1,983(394) 164
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具体的にはレジ袋削減の実施に当たり、レジ袋削減推進取手市民の会とともに市内スー

パーなどにおけるPR活動、地区へのポスティング活動を行うなど、広く市民･消費者に周

知を図るため啓発活動を実施した。

レジ袋辞退率調査結果

○ 効果

啓発活動を実施することにより、広く市民･消費者にレジ袋削減の推進を図ることができ

た。

[担当：環境対策課] P.243

3601 緑のカーテン推進に要する経費 190,755 円（194,319円）

[一財 190,755 円]

○ 目的

夏季の冷房に使用するエネルギーを減らし、二酸化炭素の排出削減につなげて地球温暖

化防止に役立てるため、緑のカーテンの推進を図る。

○ 内容

緑のカーテンは、建物の南側にネットを張り、つる性の植物を這わせて日射しを遮るこ

とにより、室内の温度を下げる。

平成27年度は、市の施設のうち本庁舎、福祉交流センター、ふじしろ図書館、藤代スポ

ーツセンター、こども発達センター、小学校10校、中学校1校、こどもクラブ１ヶ所、公

民館5館、市民会館、福祉会館、取手消防署、吉田消防署、お休み処2ヶ所で緑のカーテ

ンを実施した。

○ 効果

市民の目に触れる機会が多い公共施設で実施することにより、広く市民に周知･啓発を図

ることができた。

1 保健衛生費 7 公害対策費

[担当：環境対策課] P.245

2001 公害対策事業に要する経費 3,759,382 円（3,875,745 円）

[その他 100,000 円 一財 3,659,382 円］

＊ 特財内訳

[手数料:土砂等による土地の埋立等に係る特定事業許可申請手数料

@20,000×5件＝100,000円］

○ 目的

市民の健康を守り、快適な生活環境を保全するため、公害の実態を掌握し、発生を

未然に防止する。そのために水質分析調査、騒音･振動測定等の監視活動とともに、工

場･事業場等に指導を行う。

○ 内容

(1) 水質汚濁防止対策

年 度 辞退率

平成26年 64.9％

平成27年 70.7％
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①発生源の規制及び指導

水質汚濁防止法、茨城県生活環境の保全等に関する条例及び市公害防止条例に基づ

き、規制対象事業所の立入調査を実施し、排水基準の遵守等に関する指導を行った。

②公共用水域の水質観測

市内河川(相野谷川等)、農業用水路及び樋管において定期的に水質検査を実施

し、公共用水域の水質の状況を把握した。

③古利根沼水質･底質調査

古利根の自然環境を保全するため、水質･底質の調査、監視を我孫子市と共同で

実施した。

④井戸水検査

市内の一般家庭を、各地区から数か所選定して有害物質の検査を行い、井戸水

の汚染状況を把握した。

⑤産業廃棄物対策

寺田地内産業廃棄物最終処分場周辺井戸水検査、処分場周辺の環境汚染を監視

し、防止するため地下水の水質分析を行った。

(2) 大気汚染防止対策

①発生源の規制及び指導

大気汚染防止法、茨城県生活環境の保全等に関する条例及び市公害防止条例に基づ

き、特定施設を有する事業所に対し、立入調査を実施し、排出規準を遵守するよう指

導した。

②光化学スモッグ対策

県の光化学スモッグ対策要綱に基づき、光化学スモッグ注意報が発令された場合、

緊急時連絡体制により関係機関等に通報し、被害の未然防止に努めた。

光化学スモッグ発令状況 （単位：件）

※測定場所：竜ケ崎保健所･取手市役所･江戸崎公民館 発令地域：竜ケ崎地域

③PM2.5 対策

県の微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起実施要領に基づき、注意喚起の判断基

準を超えた場合、緊急時連絡体制により関係機関等に通報し、被害の未然防止に努め

た。

PM2.5注意喚起状況 （単位：件）

※測定場所：県内8地点

(3) 土壌汚染防止対策

予 報 注意報

月 5 6 7 8 9 計 5 6 7 8 9 計

H27年度 0 1 2 1 0 4 0 0 2 0 0 2

H26 年度 0 1 1 4 0 6 0 1 0 3 0 4

基準値超過

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計

H27年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

H26 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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土砂等による土地の埋立て等の規制に関する県条例及び市条例に基づき、土砂によ

る埋立ての指導･パトロールを行い、県と連携し生活環境の保全に努めた。

また、土壌汚染対策法に基づき、県と連携し、土壌汚染の把握･健康被害の防止に

努めた。

(4) 騒音･振動防止対策

①発生源の規制及び指導

騒音規制法･振動規制法･茨城県生活環境の保全等に関する条例及び市公害防止条例

に基づき、特定施設の設置等や特定建設作業の実施について事前に届け出を義務付け、

騒音･振動発生源の内容等を審査し、騒音･振動公害の未然防止に努めた。

②環境騒音の測定(9ヶ所)

一般地域における環境基準との適合状況について把握するため、定点において

測定を実施した。

③自動車騒音の測定(市内5路線)

市内の主要幹線道路において、道路沿道における騒音及び交通条件等を調査し、道

路に面する地域における騒音の環境基準の達成状況を建物ごとに評価を行った。

(5) 悪臭･地盤沈下対策

悪臭については市全体が悪臭防止法の規制地域として指定を受け、茨城県生活環境

の保全等に関する条例とあわせて規制を行った。地盤沈下については、茨城県生活環

境の保全等に関する条例及び市公害防止条例に基づき、特定施設の設置等の届け出を

実施させ、被害の未然防止に努めた。

(6) 公害苦情処理

市民から寄せられた苦情について、関係各課及び県と密接な連絡を保ち、早期

解決に努めた。

公害の種類別件数 （単位：件）

○ 効果

条例等に基づいて規制対象施設の立入検査等を実施し、公害の発生を未然に防ぐことが

できた。

公害の実態は、各観測･測定によって把握することができた。

市民からの苦情については、県とも連携を図り、発生源等に対して迅速な指導を行った

結果､おおむね適切に処理することができた。

[担当：環境対策課] P.245

2501 放射能対策に要する経費 18,568,864 円（1,129,467,194 円）

[国･県 16,111,501円 その他 14,354円 一財 2,443,009 円]

種 別

典 型 7 公 害 左記以外

合

計

大

気

汚

染

水

質

汚

濁

土

壌

汚

染

騒

音

低

周

波

振

動

地

盤

沈

下

悪

臭

廃
棄
物
投
棄

そ

の

他

平成27年度 9 0 0 6 0 0 0 5 167 49 236

平成 26年度 2 0 0 6 1 0 0 1 225 12 247
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＊ 特財内訳

[国補：放射線量低減対策特別緊急事業費補助金 14,978,583 円]

[国補：消費者行政推進事業費補助金 1,132,918 円]

[諸収入：雇用保険料本人負担分 14,354 円］

○ 目的

平成26年度に市内公共施設、除染対象区域内の住宅地の放射線量調査及び除染作業が完

了したが、放射線量の影響による不安を緩和できるよう継続して小中学校等の公共施設の

事後モニタリング測定を行う。また、食の安全性を確保できるよう小中学校、保育所（園）

の給食食材及び市民持込食材の放射性物質検査を実施する。

○ 内容

除染作業が完了した小中学校、幼稚園･保育所等の公共施設198施設の事後モニタリン

グ測定を実施し、放射線量の推移を監視するとともに測定結果を公表する。

また、食の安全･安心を確保するために、給食食材のサンプル検査及び1食分の給食の

放射性物質検査を行うとともに、個人が持ち込む家庭菜園等で採取した食材の放射性物質

検査を実施する。

(1)除染対策

・除染実施後モニタリング業務委託 14,796,000円

中部･東部･西部地区 全198施設

・放射線測定器の点検･校正 151,200円

・消耗品費 31,383円

(2)食材放射性物質検査

・食材検査員報酬（一般職非常勤報酬） 2,806,173円

・一般職非常勤職員共済費 41,850円

・食品検査機器の点検･校正 324,000円

・給食食材検査関係公用車リース料及び燃料代 255,912円

・旅費（費用弁償） 67,660円

・消耗品費 94,686円

○ 効果

事後モニタリング測定の結果、給食食材及び個人持ち込み食材の検査結果をホームペー

ジ等でお知らせすることで、市民の安心感の醸成に寄与することができた。

2 清掃費 1 清掃総務費

[担当：環境対策課] P.247

2001 清掃事業に要する経費 7,739,354 円（8,085,681 円）

[その他 226,800 円 一財 7,512,554 円]

＊ 特財内訳

[手数料：生活雑排水汲取手数料 @2,800×81台＝226,800円]

○ 目的

市内全域の側溝等を清掃することにより、清潔で、住み良い生活環境を確保する。

○ 内容

市内地区清掃に伴い発生した汚泥を委託業者に回収させた。

地区清掃による土嚢汚泥処分 24.57t
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○ 効果

地域の住環境及び環境衛生の向上を図ることができた。

担当：環境対策課] P.247

2101 廃棄物不法投棄対策に要する経費 445,548円（454,481 円）

[一財 445,548 円]

○ 目的

廃棄物の不法投棄の未然防止及び不法投棄事案の早期発見とその解決を図り、良好な生

活環境を確保するとともに公衆衛生の向上を図る。

○ 内容

取手市不法投棄ボランティア監視員制度を活用するとともに、取手地区ハイタク指導委

員会と不法投棄等に関する情報提供の覚書を締結し、日本郵便㈱取手支店(旧取手郵便局)

とも同様の業務委託契約を行って、市内の不法投棄のパトロール監視体制を整えている。

また、廃棄物減量等推進員の協力も得て、監視体制が強化された。さらに、広報紙や看

板等により不法投棄の未然防止のための啓発に努めた。

不法投棄事案については、産業廃棄物に該当するものは県南県民センターと連携をとり、

場合によっては警察へ通報･協力依頼などを行いながら投棄者の発見に努めた。また投棄さ

れた廃棄物は投棄者が判明した場合にはその者に、判明しない場合には土地の所有者･管理

者において処理することを原則として、市としても必要な協力をしながら、すみやかな処

理に努めた。

不法投棄件数

○ 効果

市民の環境意識の高まりもあって、不法投棄の情報が多く寄せられ、廃棄物の早期発見

と適切な処理が行われたことにより、良好な生活環境を確保することができた。

[担当：環境対策課] P.247

2201 合併処理浄化槽設置整備費補助事業に要する経費 11,288,000円

（13,471,000円）

[国･県 7,855,000 円 その他 56,000 一財 3,377,000 円]

＊ 特財内訳

[国補：循環型社会形成推進交付金 3,987,000円]

[県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金 3,688,000 円]

[県補：単独処理浄化槽撤去費補助金 90,000 円×2基＝180,000 円]

[手数料：一般廃棄物許可申請手数料 56,000 円]

○ 目的

生活排水による公共水域の水質汚濁を防止するため、合併浄化槽の設置に要する経費及

び単独浄化槽の撤去に要する経費について補助金を交付し、その普及を図る｡

○ 内容

･合併処理浄化槽設置整備費補助金交付実績

年 度 件 数

平成27年度 167件

平成26年度 165件
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※公共下水道事業認可区域(ただし、7年以上事業実施が見込まれない地域は除く)

及び農業集落排水施設処理区域は補助金の対象外となる。

･単独処理浄化槽撤去費補助金交付実績

1基の補助金額90,000円 補助基数2基 補助総額180,000円

※単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する場合に補助対象となる。

○ 効果

合併浄化槽は、公共下水道の終末処理場と同等の浄化性能があり、公共用水域の水質汚

濁防止に大きな役割を果たしている｡地域の生活環境の保全を図ることができた。

2 清掃費 2 じん芥処理費

[担当：環境対策課] P.249

2001 じん芥収集に要する経費 354,166,609円（353,463,106 円）

[その他 17,926,711円 一財 336,239,898円]

＊ 特財内訳

[手数料：一般廃棄物許可申請手数料 59,500 円]

[手数料：粗大ごみ収集運搬手数料 4,480,379円]

[諸収入：雇用保険料本人負担分 21,210 円]

[諸収入：資源物売却代 13,365,622円]

○ 目的

一般廃棄物(ごみ)の収集運搬を適切に実施することにより、住民の良好な生活環境を確

保する。

○ 内容

市内の一般世帯から排出される一般廃棄物(可燃･不燃)及び資源物(新聞紙、雑誌、段ボ

ール、古布、あき缶、あきビン、プラスチック製容器包装、ペットボトル)、粗大ごみの収

集運搬を業者に委託して実施した。

ごみの減量と資源化を図るため、5種16分別の徹底を推進した。

《ごみの収集量実績》 (単位:t)

区分 1基当りの補助金額 補助基数 補助総額

5人槽 294,000円 26基 7,644,000円

6～ 7人槽 342,000円 10基 3,420,000円

8～10人槽 459,000円 0基 0円

計 36基 11,064,000円

種 別 平成27年度 平成26年度 増 減 増減率(%)

可 燃 ご み 19,174 19,121 53 0.28

不 燃 ご み 3,489 3,468 21 0.60

資 源 物 ( 缶 ･ ビ ン ) 1,053 1,074 △21 △1.95

粗 大 ご み 299 283 16 5.65

資源物（古紙･古着） 1,776 1,950 △174 △8.92

資源物（プラ容器） 891 889 2 0.22

資源物（ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ） 233 242 △9 △3.72

合 計 26,915 27,027 △112 △0.41
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○ 効果

市内から発生する一般廃棄物(ごみ)を迅速、的確に収集運搬することにより、市民の生

活環境を清潔で衛生的なものとすることができた。

[担当：環境対策課] P.249

2101 ごみ処理事務に要する経費 5,749,949円（5,792,380円）

[その他 5,709,849円 一財 40,100 円]

＊ 特財内訳

[手数料:粗大ごみ収集運搬手数料 5,709,849 円]

○ 目的

廃棄物(ごみ)の発生を抑制し再利用を促進し清潔で快適な生活環境を保持する。また、

各団体と連携を図りながら、ごみ処理に関する情報の交換や将来の方向性を協議する。

○ 内容

･ごみの排出抑制、再使用、再利用について、市民に理解を求めるために広報等により啓発

し循環型社会の構築を目指した。

･粗大ごみの受付事務に対応するため一般非常勤職員を採用し迅速に対応した。

･関係機関との連絡調整を行い、また茨城県清掃協議会への負担金を支出した。

○ 効果

ごみの出し方のパンフレット、ごみ収集カレンダーを戸別配布し市民に周知徹底を図っ

たことで、ごみ収集が円滑に実施されている。また、循環型社会への取り組み状況につい

て、各団体との連絡調整により情報収集することができた。

2 清掃費 3 ごみ減量推進費

[担当：環境対策課] P.251

2001 ごみ減量推進に関する経費 9,778,495円（9,263,357円）

[一財 9,778,495 円]

○ 目的

生ごみ処理機等購入補助金、資源回収助成金の交付等により、ごみの減量化と資源の有

効利用を推進するとともに、市民意識の高揚を図る。

○ 内容

生ごみ処理機等購入補助金は、購入費の2分の 1で 1世帯につき2基まで、1基につき

限度額3,000円(電気式生ごみ処理機は1基につき限度額20,000 円)を交付した。

《生ごみ処理機等補助金実績》

資源回収助成金は、地区の自治会や子供会、PTA等の資源回収団体に対し、その回収し

た資源物1kg当たり4円、資源回収団体から資源回収業者が回収した資源物についても1kg

当たり1円の助成金を当該資源回収業者に対して交付した。

コンポスター 電気式生ごみ処理機 生ごみ容器

年 度 数量 補助金額 数量 補助金額 数量 補助金額

平成27年度 7基 16,000 円 25基 476,000円 21基 23,800円

平成26年度 7基 15,800 円 14基 280,000円 16基 29,400円
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《資源回収助成金実績》(団体)

《資源回収助成金実績》(業者)

○ 効果

ごみ減量に対する市民意識の高揚を図ることができた。また、焼却処分で約19円/kg を

5円/kgで回収処理できたことになり、経費削減に大きく貢献した。

2 清掃費 5 し尿処理費

[担当：環境対策課] P.253

2001 し尿処理事業に要する経費 41,404,156円（43,041,695 円）

[その他 18,486,080円 一財 22,918,076円］

＊ 特財内訳

[手数料：し尿処理手数料 18,486,080円]

○ 目的

取手市域から排出された一般廃棄物(し尿)の収集と運搬を適正に行い、市域内の生活環

境を清潔に保つ。

○ 内容

収集･運搬を委託した業者がし尿を汲取り、龍ヶ崎地方衛生組合龍の郷･クリーンセンタ

ーまで運搬し、同センターにおいて処理している。

･汲取実施世帯数

･し尿収集運搬委託料 32,637,330 円

定 額 (一人当り) 250円

従 量 (36ℓ当り) 250円

･処理手数料(龍ヶ崎地方衛生組合)

22,187,090kg×0.35 円/kg≒ 7,765,460 円

○ 効果

取手市域から排出された一般廃棄物(し尿)を衛生的に処理することにより、市内の生活

環境が保全された｡

[担当：環境対策課] P.253

2101 龍ケ崎地方衛生組合負担金 150,436,000 円（156,074,000円）

[一財 150,436,000円]

年 度 回収団体数 回収量 助成金額

平成27年度 107 1,750,743 ㎏ 7,002,969円

平成26年度 109 1,721,956 ㎏ 6,887,814円

年 度 回収業者数 回収量 助成金額

平成27年度 10 1,480,000 ㎏ 1,480,000円

平成26年度 9 1,484,050 ㎏ 1,484,050円

平成27年度 平成26年度

定額制 724世帯 801世帯

従量制 1052世帯 1,102世帯
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○ 目的

取手市域から排出される一般廃棄物(し尿)及び浄化槽汚泥の処理を適正に行い、市域内

の生活環境を清潔にすることを目的とする｡

○ 内容

市が業者委託によって収集･運搬するし尿、及び市が許可した業者が汲取･運搬する浄化

槽汚泥について、一部事務組合の龍ケ崎地方衛生組合が設置･運営する龍の郷･クリーンセ

ンターに搬入し、適正な処理を行った。

○ 効果

取手市域から排出される一般廃棄物(し尿)及び浄化槽汚泥を衛生的に処理することに

より、市内の生活環境が保全された｡

平成27年度 平成26年度

し尿清掃委託投入量 3,491kg 3,673kg

浄化槽汚泥投入量 18,696kg 18,875kg


